
I．背 景 と 目 的

　2021（令和 3）年 6月に閣議決定された新たな森林・林
業基本計画では，森林の適正管理を通じ，林業・木材産業
の持続性を高めた成長・発展および 2050 年のカーボン
ニュートラルを見すえた豊かな社会経済に寄与する「グ
リーン成長」が目指されている（林野庁 2021b）。この施
策の一つとして，林業大学校等で学ぶ青年に対する支援や
段階的・体系的な人材育成が掲げられた。また，文部科学
大臣や大学の学長を含む教育関係者らによる教育未来創造
会議は，2022（令和 4）年 5月に国の教育政策の方向性を
明確にした提言をまとめた（教育未来創造会議 2022，内
閣官房 2021）。人口減少，少子化，高等教育の課題といっ
た社会の変化を踏まえ，成長が期待されるデジタル・グリー
ン分野の人材育成強化，大学校や専門学校の機能強化が打
ち出された。これを受け政府は「林業労働力の確保の促進
に関する基本方針」のすべてを 2022（令和 4）年 10 月に
変更し，グリーン分野の成長実現に向けた労働力の確保お

よび技術・技能の重要性に言及し，林業従事者に対する教
育の充実が盛り込まれた（林野庁 2022b）。
　全国では，安全で効率的な林業作業のために林業就業前
の教育・研修が重要視され，林業大学校の整備が近年広
がっている（林野庁 2022a）。2020（令和 2）年度は，北
海道，2021（令和 3）年度は，青森や奈良，2022（令和 4）
年度は，福島，山梨，愛媛の各道県に誕生した（林野
庁 2021a，2022a，2023a）。栃木県にも開校が予定されて
いる（栃木県林業大学校 2023）。林業大学校は，2023（令
和 5）年 4月現在，全国に 24 校が設置されている（林野
庁 2023c；注 1）。
　林業大学校の研究には，学生を対象とした小川（2019）
の報告がある。小川は，属性について，男性が 9割を占め，
主に高校卒業者であったこと，社会人経験者は限られ，入
学前の職業は，学生・生徒であったことを明らかにした。
加えて，学費や生活費等の負担者は，保護者が多く，実家
の場所は，農・山村部といった都市部以外が半数以上を占
めていたことを報告した。
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岡は，20 代や県内出身者が学び，教員の紹介で林業大学校のことを知っていた。長野は，女性や県外出身者の割合が高かった。
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を知っていた。島根は，男性や県内出身者の割合が高く，全員が高校卒であった。以上のように，4校に共通した傾向とともに
各校の特徴が見られた。これらを踏まえ，林業大学校は学生の傾向や特徴に合わせた学生募集および教育活動を実施すること
が重要であるとともに，林業の包括的な人材育成拠点として進化していくことが期待される。
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　また，林業大学校同様に林業人材の育成を担う森林・林
業系の専門高校（職業高校）の研究には，井上・大石（2016）
の報告がある。井上・大石は，林野庁が行った森林・林業
関連の学科や科目を設置する森林・林業系専門高校対象の
調査結果を分析した。生徒の属性について，男女比が 8:2
で，男子が 90％以上を占める学校は，37.5％であったこと
を明らかにした。この他に，森林・林業に関わる高校の研
究や調査には，鳥取県で行われた農林高校対象の早尻
（2011）の報告，全国に所在する高校の再編動向を調査し
た小川・本田（2020）の報告，文部科学省（2022b）によ
る学校基本調査がある。
　早尻は，森林・林業学科がある農林高校の学校要覧を用
いて，生徒の状況を調査した。通学範囲が拡大し，高校が
所在する町内よりも町外から通う生徒が多かったこと，鳥
取県と隣接する岡山県等の出身者が見られ，県境を越え，
生徒が集まりつつある現状を明らかにした。また，2022（令
和 4）年度の学校基本調査によると，専門高校の農業関連
学科のうち，林業に関する専攻の生徒は，男子 1933 名，
女子 350 名であった。両者を比較すると，男子は女子の 5
倍以上多かった。しかし，女子生徒の比率は上昇傾向にあ
る。小川・本田は，林業科の生徒について，1990（平成 2）
年と 2018（平成 30）年の男女比を調査した。男子が
97.6％，女子が 2.4％であった割合は，その後 84.6％と
15.4％となり，女子割合の上昇を明らかにした。この他に，
林業大学校学生の年齢について，18 歳（入学時）の割合
の高さが指摘されている（小川 2019）。18 歳人口は，
2022（令和 4）年と比べ，2034（令和 16）年には増加予測
の東京，福岡，沖縄を除く 44 道府県のほとんどで 10％以
上減少し，中には減少率 30％近く激減する県もある（リ
クルート進学総研 2023；注 2）。全国各地の小学校，中学校，
高校等の初等・中等教育機関数は，既に減少している（文
部科学省 2022a，2022b）。
　このような中，林業大学校は全国で整備の動きが広がっ
ている（林野庁 2022a）。しかし，18 歳人口の動向を考え
ると学生募集は今後厳しくなると思われる。林野庁の会合
では，相次ぐ開校によって既設校の定員割れが生じている
こと等，各校が抱える学生募集の困難さや課題が報告され
ている（林野庁 2019）。人口減少社会下において，林業従
事者育成をさらに充実させていくためには，拡大傾向にあ
る林業大学校の設置・運営について議論を深めることが欠
かせない。先述のように専門高校では，林野庁や文部科学
省による全国調査を含む研究・調査が進められ，生徒の性
別や居住地域といった属性が明らかにされてきた（井上・
大石 2016 等）。他方，専門高校と同様に林業従事者の育
成を担う林業大学校は性別等の限られた属性の報告にとど
まっている（小川 2019）。
　そこで，本研究では，全国の林業大学校の中から協力が
得られた 4校において，複数年にわたり調査してきた結果
のうち，学生の属性について 4校全体に共通する傾向およ
び各校の特徴を明らかにする。属性に焦点をあてた現状の
把握は，既存の林業大学校において当初想定していた学生
像と学生の実態との乖離を見出し，運営の改善や教育の質

を高めるきっかけにつながることが期待される。また，設
置を考える自治体があるならば，対象者の明確化や教育の
方針・内容の策定に結びつく実用的な参考情報となる。こ
れらを踏まえ，今後の林業大学校の在り方について考察を
述べる。

II．調 査 の 概 要

　本研究では，学生の属性として，本人に関わる基本的な
属性（性別，年齢，出身地等）のほか，保護者や家族（保
護者の職業・立場，実家の山林所有），入学前の経験（入
学前の職業・立場，最終学歴，林業の学習経験等），進路
と受験（林業大学校を知った経緯，志望順位，受けた試験
の種類等），学びの費用・支援（学費や生活費の負担者，
在学中に受けた給付金や奨学金等の主な経済的支援）を定
めた（表︲1︲1）。これらは，大学をはじめとする教育機関等
の調査において，採用されてきた実績のある属性の項目で
ある（デイスコキャリアリサーチ 2016; 名古屋大学 2015; 
小川 2018; リクルートマーケティングパートナーズ・全国
高等学校 PTA連合会 2016; 東北大学 2016）。
　質問紙は，無記名で選択式単一回答を基本に 4段階評価
の強制選択尺度を用いた。年齢，出身の都道府県名，入学
した林業大学校以外に考えた進路先等の質問は記述式とし
た。回答は自由な意思に基づき任意であること等倫理的な
配慮に関する事項を質問紙に明記し，同意を得た上で参加
してもらった。
　得られた選択式の回答は単純集計し，それぞれ割合を算
出した。記述式の回答は，類似したカテゴリーごとに分類
し，選択式の回答と同様に集計し，割合を算出した。質問
項目ごとに対応した表を作成し，回答者がいなかった一部
の選択肢は，紙面の都合により表から割愛した。本文では，
まず林業大学校全体の傾向を，次いで各校の特徴を記述し
た。統計の解析には，Rと Rコマンダーの機能を拡張し
た統計ソフトウェアの EZRを使い，連続していない変数
同士の関連を調べることに適したカイ二乗（χ2）検定を行っ
た。期待度数 5未満のセル数が全セル数の 20％を超えた
場合や度数が 0の場合は，Cochranʼs rule（コクラン・ルー
ル）により正確な検定ができない。このため，小度数のセ

表︲1︲1． 本研究における学生の属性と質問項目等およびそれぞ
れに対応する結果の表

属性と質問
項目等 主な質問等内容 対応する結果の表

基本的な属性 性別，年齢構成，出身の地域，出身
の都道府県数，実家の場所 表︲2︲1 から表︲2︲4

保護者や家族 保護者の職業・立場（父等および母
等），実家の山林所有 表︲3︲1aから表︲3︲2

入学前の経験 入学前の職業・立場，最終学歴と専
攻，林業の学習経験 表︲4︲1 から表︲4︲3b

進路と受験 林業大学校を知ったきっかけ，志望
順位，受けた試験の種類 表︲5︲1 から表︲5︲3

学びの費用・支援 学費や生活費の負担者，在学中に受
けた主な経済的支援 表︲6︲1 と表︲6︲2

（検定） 各項目の検定結果（カイ二乗検定と
フィッシャーの正確検定） 表︲7

一部の表は，紙面の都合により本文にある主な質問項目の結果のみを示
した。全ての質問項目は，J-Stage電子付録付表に掲載した。なお，本表
には J-Stage電子付録付表の情報は含んでいない。
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ルは，4校×2群の表にまとめて検定した。カイ二乗検定
が難しいものは，小さい値においても検定可能なフィッ
シャーの正確（確率）検定を用いた。これらは，ともに独
立性検定が可能ではあるが，前者はカイ二乗分布への近似
により確率を算出し，後者はカイ二乗分布に近似させるこ
とはせず，p値を直接計算する点に違いがある。結果は，
単純集計の各表とは別に表︲7 に示した。その際，19 結果
のうち，11 の結果はカイ二乗検定，八つの結果はフィッ
シャーの正確検定を用いた。有意な水準（5％）以下になっ
た場合は，各セルの残差について両側検定（α＝0.05）を
行い，具体的な関係を評価した。カイ二乗検定の場合は残
差分析，フィッシャーの正確検定は多重比較を使用した。
　調査対象校は，静岡県立農林環境専門職大学短期大学部
（旧静岡県立農林大学校），長野県林業大学校，京都府立林
業大学校，島根県立農林大学校の 4校とした（以下，静岡，
長野，京都，島根と表記；注 3）。調査対象校の選定にあたっ
ては，まず林野庁が公表している教育研修機関の一覧表（林
野庁 2017b）の林業大学校全 17 校を候補とした。これは，
2017（平成 29）年 4月時点のものを用いた。開校から間
もなく，調査予定時に卒業予定者がいない 3校を除く 14
校に電話および電子メールにて，調査協力を依頼した。各
校と調整し，最終的に調査の許諾が得られた静岡，長野，
京都，島根の 4校を調査対象校とした。これら 4校は，2
年制で林業中心の専門科目による教育・カリキュラム編成
となっている（小川 2019；注 4）。4校は実習・実践重視
で即戦力となる人材の育成に取り組んでいる（京都府立林
業大学校 2022a；長野県林業大学校 2022a；日本森林技術
協会 2016；島根県立農林大学校 2022a；静岡県立農林環
境専門職大学短期大学部 2022a）。地元の支援を受け，町
営住宅を下宿先として利用する京都を除く各校には，学生
寮が学生の人格形成等の教育的な目的として設置されてい
る（小林 2015；日本森林技術協会 2016；小川 2019；柴
田 2022）。調査対象者は，卒業を控えた 2年次の学生とし

た。2016（平成 28）年度から 2020（令和 2）年度に入学し，
それぞれ 2年間の教育を受け，2017（平成 29）年度から
2021（令和 3）年度に卒業した。調査は，2018（平成 30）
年から 2022（令和 4）年までの 5年間，各校の協力を得て
実施した。卒業式が行われた年度末に質問紙を配布，回収
した。次章では，調査で得られた学生の属性について，4
校全体に共通する傾向および各校の特徴を項目ごとにまと
めて記述し，共通する傾向は小見出しで示す。

III．結果とまとめ

1．�回答状況
　表︲1︲2 は，調査対象者と回収（回答）した結果である。
4校に在籍していた 2年次の学生 252 名のうち，97.6％に
あたる 246 名に質問紙を配布し，回答を得た（詳細は
J-Stage電子付録付表︲1︲2）。

2．�基本的な属性
1）20 代の男性が学び，女性や 30 代以上は限定的　
　表︲2︲1 は，性別の結果である。4校全体では，男性が 9
割を占めた。各校では，島根において，男性の割合が
95.3％で，4校中最も高い割合を示した。女性の割合は，
長野が最も高く，11.8％であった。
　表︲2︲2 は，年齢構成および 20 歳の割合と平均年齢の結
果である。4校全体では，20 代が 93.5％を占めた（詳細は
J-Stage電子付録付表︲2︲2）。20 歳は 8割を占めた。各校で
は，静岡と長野が 10 代と 20 代のみであった。京都と島根
では，30 代以上も見られた。平均年齢は，京都が 22.9 歳
で他校より 2歳以上高く，他の 3校は 20.1 歳から 20.5 歳
であった。
2）各校が所在する地元地方の割合が高い
　表︲2︲3aは，出身地域の結果である。4校全体では，中
部が 48.4％を占め，近畿や中国地方が続いた。それぞれが
所在する地元の地方出身者割合が高かった。各校では，静
岡と島根において，所在する中部や中国地方といった地元
の地方出身者が 8割以上を占めた。静岡では，関東，島根
では，中部，近畿，九州も見られた。他方，中国地方を除
く全国の各地方から学生が来ていた長野は中部が 76.3％，
北海道と東北以外の全国各地方の出身者が見られた京都は
近畿が 61.1％で，他の 2校より地元の地方出身者の割合は
低かった。
　表︲2︲3bは，4校が所在する府県と同一および同一府県
外の出身者の割合，学生の出身都道府県数の結果である。
4校全体では，所在する各校と同一府県の出身者が 6割を
占めた。出身の都道府県数は 47 都道府県の約 7割にあた
る 34 であった。各校では，静岡と島根において，同一府
県出身者が 8割以上を占めた。他方，長野は 63.4％，京都
は 34.7％で，他校の 2校より割合が低かった。特に京都で
は，6割以上が同一府県外出身者であった。都道府県数は，

表︲1︲2．回答状況

5年間
の合計
（%）

4校全体 静岡 長野 京都 島根

対象 回収 （%） 対象 回収 （%） 対象 回収 （%） 対象 回収 （%） 対象 回収 （%）

252 246 97.6 38 38 100.0 97 93 95.9 74 72 97.3 43 43 100.0

表︲2︲1．性別（％）
n＝246 静岡 長野 京都 島根

男性 89.5 88.2 91.7 95.3
女性 10.5 11.8  8.3  4.7

表︲2︲2．年齢構成・20 歳の割合（％）と平均年齢（歳）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

10 代　　  2.8  2.6  3.2  1.4  4.5
20 代　　 93.5 97.4 96.8 87.3 93.2
30 代以上  3.7  0.0  0.0 11.3  2.3

20 歳　　 80.7 86.8 82.8 62.5 90.7

平均年齢 20.9 20.2 20.1 22.9 20.5

年齢は学生が 2年次進級した年の 4月 1日時点。30 代以上には
40 代と 50 代を含む。
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静岡と島根が，それぞれ 4都県と 7府県，長野と京都は，
19 都道府県と 20 都府県であった。
　表︲2︲4 は，実家の場所について尋ねた結果である。4校
全体では，都市部が 40.7％で割合が最も高かった。各校で
は，静岡と島根において，都市部と農村部が，それぞれ
34.2％と 39.5％であった。長野では，山村部の割合が
30.1％，京都では，都市部が 47.2％となり，それぞれ他校
より割合が高かった。

3．�保護者や家族
1）保護者の林業従事や山林所有は一部
　表︲3︲1aは，保護者の職業・立場（父等）の結果である（注
5）。4校全体では，林業関係の職業よりも林業関係以外へ
の従事が 9割を占めた（詳細は J-Stage電子付録付表︲3︲
1a）。各校では，静岡において林業関係への従事の割合が
10.5％となり，4校中最も高かった。島根は，林業関係以
外への従事が 95.4％で，4校中最も高かった。他方，林業
関係への従事は 4.6％で，最も低かった。
　表︲3︲1bは，保護者の職業・立場（母等）の結果である。
4校全体では，林業関係への従事は 2.0％にとどまり，父
等の結果（表︲3︲1a）より低かった（詳細は J-Stage電子付
録付表︲3︲1b）。各校では，長野において，林業関係への従
事が 4.3％で，他校より高かった。静岡と島根では，林業
関係への従事は見られなかった。父等や母等の保護者は，

林業関係以外への従事の割合がいずれも 9割以上を占めて
いた。林業関係への従事は，1割以下にとどまり，あまり
いなかった。
　表︲3︲2 は，実家の山林所有の結果である。4校全体では，
所有の割合が 19.9％であった（詳細は J-Stage電子付録付
表︲3︲2）。非所有の割合は 78.5％で，所有より高い割合が示
された。各校では，島根を除く3校で非所有が 7割以上を
占めた。島根では，所有が 35.0％で他校より割合が高かった。

4．�入学前の経験
1）普通科系専攻の高校卒業者が入学

　表︲4︲1 は，林業大学校入学前の職業・立場について，
尋ねた結果である。4校全体では，生徒・学生が 88.6％で
あった。林業従事者も見られたが，1.2％にとどまった。
各校では，静岡において，フリーター・パート・アルバイ
トの割合（5.3％）が他校より高かった。長野と島根では，
生徒・学生の割合が 9割を超えた。京都は，他校より生徒・
学生の割合が 79.2％と低く，生徒・学生以外の社会人が 2
割を占めていた。
　表︲4︲2aは，最終学歴の結果である。4校全体では，高
校卒業者が 93.5％であった。各校では，短大・専門卒と大
学卒が 2割の京都を除く 3校において，高校卒が 9割を占
めた。島根は全員が高校卒であった。
　表︲4︲2bは，最終学歴が高校卒業と回答した 230 名につ
いて，高校時代の専攻を尋ねた結果である。4校全体では，
普通科系の専攻が 38.7％で最も高かった（詳細は J-Stage
電子付録付表︲4︲2b）。林業科系や農業科系は，それぞれ 2
割であった。各校では，静岡と島根において，農業科系が
それぞれ 32.4％，37.2％となり，他の 2校より高かった。
長野は，林業科系が 31.5％，京都は，普通科系が 50.0％で，
各科の割合は他校より高かった。島根は，造園・土木科系
専攻が 14.0％で他校より高かった。しかし，林業科系は
4.7％にとどまり，他校より低かった。
2）学習経験のない初学者が半数以上

　表︲4︲3aは，林業大学校入学前における本格的な林業の

表︲2︲3a．出身地域（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

北海道  1.2  0.0  3.2  0.0  0.0
東北　  1.2  0.0  3.2  0.0  0.0
関東　  5.3  5.3  7.5  5.6  0.0
中部　 48.4 92.1 76.3 16.7  2.3
近畿　 21.5  0.0  5.4 61.1  9.3
四国　  2.0  0.0  1.1  5.6  0.0
中国　 16.3  0.0  0.0  4.2 86.0
九州　  3.3  0.0  2.2  6.9  2.3
その他  0.8  2.6  1.1  0.0  0.0

その他には，国外出身者（フィリピン）らを含む。地方区分は，政府統
計等において一般的に用いられている八地方区分を使った。この区分で
は，東北が 6県，関東が 1都 6県（北関東と南関東），中部が 9県（三重
県を除く東海，北陸，甲信越），近畿が 2府 5県（三重県を含む），中国
が 5県（山陽と山陰），四国が 4県，九州が 8県（沖縄県を含む）となっ
ている。四捨五入により，合計が 100.0 にならないものがある。

表︲2︲3b． 同一府県出身者・同一府県外出身者（％）と都道府
県数

n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

同一府県出身者　 61.8 86.8 63.4 34.7 81.4
同一府県外出身者 38.2 13.2 36.6 65.3 18.6

出身の都道府県数   34    4   19   20    7

同一府県外出身者には，国外出身者ら 2名を含む。

表︲2︲4．実家の場所（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

都市部 40.7 34.2 38.7 47.2 39.5
農村部 26.8 34.2 25.8 16.7 39.5
山村部 24.0 15.8 30.1 25.0 16.3
その他  8.5 15.8  5.4 11.1  4.7

その他には，わからない・不明を含む。都市部等の区分は，学生の判断
で選択してもらった。

表︲3︲1a．保護者の職業・立場（父等）（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

林業関係の職業　　　  8.9 10.5  9.8  9.8  4.6
林業関係以外の職業等 91.1 89.5 90.4 90.4 95.4

質問紙では，学生の家庭状況に配慮し「父等」と表記した。四捨五入に
より，合計が 100.0 にならないものがある。

表︲3︲1b．保護者の職業・立場（母等）（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

林業関係の職業　　　  2.0  0.0  4.3  1.4   0.0
林業関係以外の職業等 98.1 99.9 95.8 98.7 100.0

質問紙では，学生の家庭状況に配慮し「母等」と表記した。四捨五入に
より，合計が 100.0 にならないものがある。

表︲3︲2．実家の山林所有（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

所有　　　　　　 19.9 13.1 19.5 15.3 35.0
なし　　　　　　 78.5 84.2 79.6 81.9 65.1
わからない・不明  1.6  2.6  1.1  2.8  0.0

四捨五入により，合計が 100.0 にならないものがある。
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学習経験について，尋ねた結果である。4校全体では，経
験なしと答えた学生が 6割で，学習経験者は 4割であった。
各校では，静岡と長野において，経験のない学生が 5割を
占め，京都では 6割以上であった。島根では，初学者の割
合が 4校中最も高く，74.3％を示した。　
　表︲4︲3bは，林業の学習経験を有する 78 名（前表︲4︲
3a）が学習を受けた主な場所・人について，尋ねた結果で
ある。4校全体では，高校が 71.8％を占めていた。次いで，
家族・友人・知人であった。各校では，静岡において，家
族・友人・知人からの割合（26.7％）が他校より高かった。
長野と京都では，自治体の講習会や高校以外の教育機関も
見られた。島根では，全員が高校と答えた。

5．�進路と受験―紹介で林業大学校を知り，第一志望―
　表︲5︲1 は，入学した林業大学校を知った一番のきっか
けを尋ねた結果である。4校全体では，家族・友人・知人，
学校の教員・職場からの紹介が 6割であった。各校では，
静岡において，紹介（73.6％）が 4校中最も高かった。京
都ではインターネットが 3割を占め，他校より高かった。
　表︲5︲2aは，入学した林業大学校について，他の進路選
択肢を含め，志望順位をつけてもらった結果である。4校
全体では，第一志望が 85.0％で，ほとんどが第一志望であっ
た。各校では，静岡において，第一志望の割合が他校より
やや低かったが，それでも 78.9％を占めた。京都は，第一
志望の割合が最も高く，88.9％であった。
　表︲5︲2bは，入学した林業大学校以外に考えた進路先に
ついて，尋ねた結果である。4校全体では，進学が 92.6％
であった（詳細は J-Stage電子付録付表︲5︲2b；注 6）。各
校では，静岡と島根において進学，京都と島根では，進学
に加え就職も見られた。特に島根では，就職が 33.4％を占
めた。
　表︲5︲3 は，入学した林業大学校で受けた試験の種類に
ついて，尋ねた結果である。4校全体では，推薦入試が

表︲5︲1．入学した林業大学校を知った一番のきっかけ（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

紹介 63.8 73.6 64.5 54.1 69.8
家族・友人・知人 32.5 28.9 31.2 33.3 37.2
学校の教員・職場 31.3 44.7 33.3 20.8 32.6
インターネット 19.5 10.5 16.1 31.9 14.0
掲示板（学校・職場等）  8.5  5.3 11.8  2.8 14.0
イベント  2.8  5.3  4.3  1.4  0.0
マスコミ（テレビ・新聞等）  2.0  0.0  2.2  2.8  2.3
その他  3.2  5.3  1.1  7.0  0.0

その他には，「ハローワーク」を含むほか，「公開講座」（静岡，京都），「中
学校時代の学校林活動」（長野）といった記述が見られた。四捨五入により，
合計が 100.0 にならないものがある。

表︲5︲2a．入学した林業大学校の志望順位（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

第一志望　 85.0 78.9 83.9 88.9 86.0
第二志望　 10.2 10.5 15.1  6.9  4.7
第三志望等  4.9 10.6  1.1  4.2  9.3

第三志望は，それ以下の順位等。四捨五入により，合計が 100.0 にならな
いものがある。

表︲5︲2b．入学した林業大学校以外に考えた進路先（％）
n＝41 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

進学 92.6 100.0 100.1 93.4 66.7
就職  7.3   0.0   0.0  6.7 33.4

回答が得られた 41 の記述を分類。四捨五入により，合計が 100.0 になら
ないものがある。

表︲5︲3．入学した林業大学校で受けた試験の種類（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

推薦入試 63.0 52.6 67.7 54.2 76.7
一般入試 33.3 39.5 25.8 45.8 23.3
両方　　  2.8  2.6  6.5  0.0  0.0
その他　  0.8  5.3  0.0  0.0  0.0

「両方」は，推薦入試と一般入試の両方を受けた者。その他には「覚えて
いない」「忘れた」等の記述が見られた。四捨五入により，合計が 100.0
にならないものがある。

表︲4︲1．入学前の職業・立場（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

生徒・学生 88.6 86.8 93.5 79.2 95.3
フリーター・パート・アルバイト  2.8  5.3  3.2  2.8  0.0
無職・その他  2.4  2.6  2.2  4.2  0.0
公務員（林業系以外）  2.0  0.0  0.0  6.9  0.0
会社員・団体職員  1.6  0.0  0.0  4.2  2.3
林業従事者（現場作業）  1.2  2.6  0.0  2.8  0.0
自営業従事者  0.8  2.6  0.0  0.0  2.3
主婦・主夫・家事手伝い  0.4  0.0  1.1  0.0  0.0

四捨五入により，合計が 100.0 にならないものがある。

表︲4︲2a．最終学歴（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

高校卒　　　 93.5 97.4 98.9 80.6 100.0
短大・専門卒  2.0  2.6  1.1  4.2   0.0
大学卒　　　  4.5  0.0  0.0 15.3   0.0

高校卒には，高校卒業者と高校卒業者と同等以上の学力があるとみなさ
れる高等学校卒業程度認定試験（高認）/旧大学入学資格検定（大検）の
合格者 1名（長野）を含む。短大・専門卒には，短期大学と専修学校（専
門学校）の卒業者，大学卒には，学部卒に加え，院卒も含まれている。
四捨五入により，合計が 100.0 にならないものがある。

表︲4︲2b．高校卒業者の専攻（％）
n＝230 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

普通科系　　　 38.7 27.0 40.2 50.0 30.2
農業科系　　　 22.6 32.4 15.2 17.2 37.2
林業科系　　　 21.7 16.2 31.5 22.4  4.7
土木・造園科系  3.0  2.7  0.0  0.0 14.0
上記以外の専攻 13.9 21.6 13.0 10.3 14.0

四捨五入により，合計が 100.0 にならないものがある。上記以外の専攻は，
情報・商業科系等。

表︲4︲3a．入学前における林業学習経験の有無（％）
n＝198 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

なし 60.6 53.1 53.4 65.5 74.3
ある 39.4 46.9 46.6 34.5 25.7

本質問は，調査対象校の要望により，2017 年度の入学者に対する調査か
ら加えた。このため，回答者数は 198 名（4年度分）となっている。

表︲4︲3b．入学前に林業学習を受けた主な場所・人（％）
n＝78 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

高校で　　　　　　　 71.8 73.3 70.6 60.0 100.0
家族・友人・知人から 15.4 26.7 11.8 20.0   0.0
自治体の講習会で　　  7.7  0.0  8.8 15.0   0.0
高校以外の教育機関で  5.1  0.0  8.8  5.0   0.0

前表（表︲4︲3a）にて，学習経験が「ある」と答えた 78 名の結果である。
高校以外の教育機関は，大学および専修学校（専門学校）を示す。
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63.0％を占め，他の入試より割合が高かった。各校では，
静岡と京都において，一般入試が 4割を占め，他の 2校よ
り高かった。長野と島根は，推薦入試が 7割を占めていた。
特に島根は，76.7％で 4校中最も高かった。

6．�学びの費用・支援―学費等の負担は保護者，学生の
一部は自ら負担―

　表︲6︲1 は，学費や生活費の主な負担者について，尋ね
た結果である。4校全体では，保護者が 76.4％を占めた。
大半の学生は，保護者に頼っていた。各校では，京都以外
の 3校において，保護者が 7割を超えた。特に長野では
86.0％となり，他校より高い割合であった。京都では，自
分という学生が 3割を占め，他校より高かった。
　表︲6︲2 は，在学中に受けた給付金や奨学金等の主な経
済的支援の結果である。4校全体では，支援を受けた受給
の学生が 59.3％となった（詳細は J-Stage電子付録付表︲6︲

2）。各校では，静岡と京都の受給が 6割以上にのぼった。
島根では，受給が 93.0％で 4校中最も割合が高かった。他
方，長野では，非受給の学生が 63.4％を占め，他校より受
給の割合が低かった。

7．�検定
　表︲7 は，カイ二乗検定とフィッシャーの正確（確率）
検定の結果である。4校から得られた結果を用いて検定し，
各校間の差と関連性を見た。有意な差は（2）年齢構成（p
＝0.000**），（3）出身地域（p＝0.000**），（4）同一府県出
身者（p＝0.000**），（8）実家の山林所有（p＝0.0437*），（9）
入学前の職業・立場（p＝0.016*），（10）最終学歴（p＝0.000**），
（17）受けた試験（p＝0.036*），（18）学費等の負担者（p＝
0.0319*），（19）主な経済的支援（p＝0.000**）で見られた（詳
細は J-Stage電子付録付表︲7；注 7）。残差分析では，いず
れのセルの残差も有意な差が示されなかった（17）受けた
試験の種類を除き，各項目において有意な結果が見られた。
多重検定においても，それぞれ有意な差が見られた。

8．�まとめ
　4校全体では，以下のような共通する学生の傾向が見ら
れた。学生は，男性や 20 代が 9割を占め，地元や都市部
出身の割合が高かった（表︲2︲1；2︲2；2︲3a，b；2︲4）。保
護者は，林業と関係のない職業の割合が高く，山林所有は，
一部にとどまった（表︲3︲1a，b；3︲2）。入学前は生徒・学
生で，一部は高校で林業を学んでいたが，普通科系の高校
卒業者や林業初学者の割合が高かった（表︲4︲1；4︲2a，b；
4︲3a，b）。入学した林業大学校のことは，家族や高校の教
員等の紹介で知っていた（表︲5︲1）。第一志望や推薦入試
の受験者が多く，他の進路選択肢には大学等への進学が挙
げられた（表︲5︲2a，b；5︲3）。学費等は保護者が負担し，

表︲6︲2．在学中に受けた給付金等の主な経済的支援（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

受給あり 59.3 69.4 36.5 63.9 93.0
受給なし 40.7 31.6 63.4 36.1  7.0

支援を受けていることを「受給あり」とした。四捨五入により，合計が
100.0 にならないものがある。

表︲6︲1．学費や生活費の負担者（％）
n＝246 4 校全体 静岡 長野 京都 島根

保護者 76.4 73.7 86.0 66.7 74.4
自分　 20.7 26.3  8.6 30.6 25.6
家族　  0.4  0.0  0.0  1.4  0.0
その他  2.4  0.0  5.4  1.4  0.0

「家族」には兄弟姉妹・親戚を含む。四捨五入により，合計が 100.0 にな
らないものがある。

表︲7．カイ二乗検定（χ2）およびフィッシャーの正確（確率）検定（F）の結果
本文にある結果の表
と検定した各項目 静岡 長野 京都 島根 （χ2）検定統計量，p値，効果量等 備考（検定の分類）（F）p値，効果量，検出力

F（2）表︲2︲2． 20 代等 93.5 100.0 100.0▲* 88.7▽**  97.7 p＝0.001** 20 代等には，10 代を含む
30 代以上は，30 代と 40 代年齢構成 30 代以上  6.5   0.0   0.0▽* 11.3▲**   2.3 h＝0.262, power＝0.946

χ2（3）表︲2︲3a． 東日本 56.1  97.4▲**  90.3▲** 22.2▽**  2.3▽** χ2（3）＝154.54, p＝0.000** 東日本は，北海道から中部， 
西日本は，近畿から九州・沖縄出身地域 西日本 43.9   2.6▽**   9.7▽** 77.8▲** 97.7▲** V＝0.793, 1-β＝1

χ2（4）表︲2︲3b. 同一府県 61.8  86.8▲**  63.4 34.7▽** 81.4▲** χ2（3）＝39.55, p＝0.000** 同一以外は，同一府県以外の
出身者同一府県出身者 同一以外 38.2  13.2▽**  36.6 65.3▲** 18.6▽** V＝0.401, 1-β＝0.9999

χ2（8）表︲3︲2． 所有 19.9  13.2  19.4 15.3 34.9▲** χ2（3）＝8.117, p＝0.0437* 所有以外は，山林の非所有の
ほか，わからない・不明実家の山林所有 所有以外 80.1  86.8  80.6 84.7 65.1▽** V＝0.1816, 1-β＝0.6612

F（9）表︲4︲1. 生徒・学生 88.6  86.8  93.5 79.2▽**  95.3 p＝0.016* 生徒は，学生も含む。社会人は，
会社員，主婦（夫）等入学前の職業・立場 社会人 11.4  13.2   6.5 20.8▲**   4.7 h＝0.208, power＝0.79

F（10）表︲4︲2a. 高校卒 93.5  97.4  98.9▲* 80.6▽** 100.0▲* p＝0.000** 大学卒等は，学部卒や専修学
校卒等の高校卒以外最終学歴 大学卒等  6.5   2.6   1.1▽* 19.4▲**   0.0▽* h＝0.339, power＝0.997

χ2（17）表︲5︲3． 推薦入試 63.0  52.6  67.7 54.2  76.7 χ2（3）＝8.545, p＝0.036* 推薦以外は，一般入試や推薦
と一般の入試受験者等受けた試験の種類 推薦以外 37.0  47.4  32.3 45.8  23.3 V＝0.1864, 1-β＝0.6862

χ2（18）表︲6︲1． 保護者 76.4  73.7  86.0▲** 66.7▽*  74.4 χ2（3）＝8.813, p＝0.0319* 自分等は，自分で負担のほか，
家族，その他学費等の負担者 自分等 23.6  26.3  13.9▽** 33.3▲*  25.6 V＝0.1893, 1-β＝0.7011

χ2（19）表︲6︲2． 受給 59.3  68.4  36.6▽** 63.9 93.0▲** χ2（3）＝42.14, p＝0.000** 受給は，給付金，奨学金，授
業料減免を受けた者主な経済的支援 非受給 40.7  31.6  63.4▲** 36.1  7.0▽** V＝0.4139, 1-β＝1

表の見出し等は，紙面の都合により一部略した。（11）は n＝230，（12）は n＝198，（13）は n＝78，（16）は n＝40，これら以外の数は n＝246 である。カ
イ二乗検定（χ2）の結果は，各校と各群の割合（％）
χ2（自由度）＝検定統計量（カイ二乗値），p（p値），V（効果量），検出力（1-β（power））を記した。2×2の分割表（クロス表）では，相関係数の一種，φ（ファ
イ）係数（W）を用いるが，本表では，Cramerʼsを使用したため，Vとした。本表では，5％（*p＜0.05，**p＜0.01）を基準とし，有意な差が見られた箇所
に *や **，有意に多かった箇所に▲，少なかった箇所に▽を付けた。
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学生の半数以上は経済的支援を受けていた（表︲6︲1；6︲2）。
学生は，林業大学校入学前まで林業とあまり関わりのない
中で生活していた。
　他方，各校では，以下の特徴が見られた。静岡では，主
に 20 代や中部地方，特に県内出身者が学び，高校教員の
紹介で林業大学校のことを知った割合が高かった（表︲2︲
2；2︲3a，b；5︲1）。長野は，女性の割合が高く，平均年齢
が最も若かった（表︲2︲1；2︲2）。割合が高かった高校卒業
者は，林業科系専攻者も見られた（表︲4︲2a，b）。京都は，
40 代や 50 代も学び，府外や都市部の出身者，社会人経験
者，第一志望で入学，インターネットで林業大学校を知っ
た割合が高かった（表︲2︲2；2︲3b；2︲4；4︲1；5︲1；5︲
2a）。島根は，男性，県内出身，実家の山林所有，推薦入
試を受験，経済的支援の受給，入学前は生徒・学生だった
割合が高く，全員が高校卒であった（表︲2︲1；2︲3b；3︲2；
4︲1；4︲2a；5︲3；6︲2）。各校では，学生の出身地域や入学
前の経歴等の違いがそれぞれ見られた。
　検定では，年齢構成（長野と 20 代等，京都と 30 代以上），
出身地域（静岡・長野と東日本，京都・島根と西日本の出
身者），同一府県出身者（静岡・島根と同一府県，京都と
同一府県外の出身者），実家の山林所有（島根と所有），入
学前の職業・立場（京都と社会人），最終学歴（長野・島
根と高校卒，京都と大学卒等），学費等の負担者（長野と
保護者，京都と自分等），主な経済的支援（長野と非受給，
島根と受給）の各項目において，それぞれ他校よりも顕著
に割合が高かった（表︲7）。

IV．考　　　　　察

　ここまで，林業大学校の学生について，特定の性別や年
代が見られ，林業とはあまり関わりのない家庭の出身で
あったこと等，4校全体に共通する傾向および学生の出身
地域や入学前の経歴等，各校の特徴を確認してきた。本章
では，これら現状を踏まえ今後の林業大学校の在り方につ
いて，考察を試みる。

1．�誰もが学びやすい学習環境の構築が重要
　学生の 9割は男性が占めていた（表︲2︲1）。森林・林業
系の専門高校では，男女比が 8：2で，高校林業科の女子
生徒比率は近年上昇傾向にある（井上・大石 2016; 小川・
本田 2020）。林業大学校は，高校より男性の割合が高く，
女性の割合は低かった（表︲2︲1）。林野庁は，女性用トイ
レや更衣室の設置，高性能林業機械の導入等を通じ，女性
が働きやすい職場環境への推進を掲げ，林業事業体の取り
組みを支援している（林野庁 2017a，2022a，b，2023a，b；
林野庁森林整備部 2016；注 8）。働きやすい職場は，性別
に関係なく歓迎される。職場環境の改善により，今まで林
業に目を向けて来なかった女性（男性）が，林業に興味関
心を持ってくれるかもしれない。林業大学校においても，
女性をはじめ誰もが学びやすい学習環境をさらに構築する
ことが重要である。

2．�30代等のより幅広い世代を取り込む余地
　学生は主に 20 代で占められ，静岡と長野は 10 代と 20
代のみであった（表︲2︲2）。また，長野では 20 代等，京都

では 30 代以上において，他校よりも高い割合が示された
（表︲7）。しかし，各校の募集要項には，入学要件として年
齢の上限はなかった（京都府立林業大学校 2020，2022b；
長野県林業大学校 2020b，2022b；島根県立農林大学
校 2020，2022b；静岡県立農林大学校 2018；静岡県立農
林環境専門職大学短期大学部 2020，2022b；注 9）。年齢
の上限がなかったものの，20 代という特定の年齢層に偏っ
ている現状は，既に指摘されている学生募集の困難さや課
題にも直結する（リクルート総研 2023；林野庁 2019）。
政府の調査によると自然に対する興味は 40 代が 9割で最
も高く，農山村への定住は 30 代や 40 代の 3割，50 代の 2
割が前向きであった（内閣府 2006，2019）。より幅広い世
代に自然豊かな農山村で活躍できる林業の魅力を知っても
らい，林業に進む第一歩として林業大学校への入学につな
げていくことが重要である（注 10）。

3．�学生の出身地域を考慮した募集活動の強化
　学生は，各校が所在する同一府県のほか，静岡と島根で
は各県の周辺地域から，長野と京都は，各府県やその周辺
にとどまらず，より広い地域の出身者が見られた（表︲2︲
3a，b）。静岡と長野では東日本，京都と島根では西日本を
それぞれ中心とした地域の出身者の割合が高く，各校の所
在地域と学生の出身地域との間には結びつきが見られた
（表︲7）。より多くの学生獲得のためには，各校と学生の出
身地域との結びつきに着目した学生募集活動の強化が不可
欠である。
　出身地域の違いは，各校の施策の違いが影響したと考え
られる。静岡では，県内に住所のある者を対象とした入学
金優遇制度や指定校推薦による選抜がある（静岡県立農林
大学校 2018；静岡県立農林環境専門職大学短期大学
部 2022b）。同校では，県民の負担軽減のため，県立の他
大学と同額の入学金にしたことや，県内の高校への訪問に
よる学生獲得の強化を方針として掲げている（静岡県立農
林環境専門職大学短期大学部 2019）。県の機関であるため，
県民の入学を第一に考えていた。また，島根では，静岡と
同様に指定学校長の推薦とともに，林業労働力の確保の促
進に関する法律により県知事の計画認定を受けた林業事業
主等による地域推薦もある（島根県立農林大学校 2022b）。
島根では，推薦入試を受けた割合が 76.7％で 4校中最も高
かった（表︲5︲3）。これら制度が自県出身者の割合を高め
ることにつながったと考えられる。加えて，同校では 2020
（令和 2）年度に林業教育部長を新たに配置し，県外の高校
から入学者を確保する学生募集の強化とともに，卒業後は
県内の林業事業体への就業につなげることを目指している
（島根県農林水産部 2020）。今後は県外出身者の増加も見
込まれ，将来は学生の出身地域に変化が見られるのかもし
れない。　
　他方，長野と京都には，学校推薦があるものの，自府県
出身者に対する入学金優遇や地域の林業事業体による推薦
制度はない（京都府立林業大学校 2020，2022b；長野県林
業大学校 2020b，2022b）。長野は，志望者数の減少をきっ
かけに全国にも目を向けた学生募集を強化するようになっ
た（武田 2016，2019）。積極的に県の魅力をアピールする
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情報発信を官民あげて実施してきた長野県は，林業産出額
および森林の面積や蓄積が全国トップレベルで，関西圏や
首都圏といった他の地域の人たちから林業の県というイ
メージを抱かれていた（ジェイアール東海エージェン
シー 2021；長野県企画振興部 2023；農林水産省 2021；
林野庁 2022c；注 11）。全国から学生が学びにきていた背
景には，学生募集の強化に加え，県の魅力を宣伝してきた
ことや，全国トップレベルの林業産出額等を誇る我が国を
代表する産地で，林業の県ということが周知されていたと
いう地域の特色が見られた。
　また，長野と同様に全国から学生を集めていた京都にも
地域の特色がある。「京都」という地域には，寺社仏閣といっ
た歴史的な木造建築物や木材を使った伝統工芸が多く残
り，今もなお木と関わりが深い地域の一つである。さらに，
キャンパスから最寄り駅までは徒歩で 3分，世界的な観光
地として高いブランド力を誇る市街地（京都駅）は電車で
約 90 分のところにある（ブランド総合研究所 2021；京都
府立林業大学校 2022a）。これらが全国から選ばれた一つ
の要因かもしれない。
　さらに，各校では，設置目的や運営体制が異なる。長野
と京都は，林業単科大学校で，林業後継者や林業指導者（長
野），森林林業に関する知識技術を有する人材育成（京都）
が設置目的である（小川 2019）。これに対し，静岡と島根
は，農業関連の学科・専攻も併設され，農業を含めた農林
業の人材育成が設置目的とされている（小川 2019；静岡
県 2019）。設置目的や運営体制が学生募集にも影響を与
え，出身地域の違いにつながった。

4．�非林業家庭出身が多いことを踏まえ教育を提供
　保護者は父等や母等ともに 9割以上が林業関係以外の職
に従事していた（表︲3︲1a，b）。島根は，実家の山林所有
の割合が他校より高かったものの，林業に従事する保護者
の割合は低かった（表︲7）。両者に関連性は見られなかっ
た（注 12）。学生の多くは非林業家庭の出身者で，林業と
あまり関わりのない学生が学びに来ていた（表︲3︲1a，b；
3︲2）。各校では，林業入門の科目が用意されている（京都
府立林業大学校 2023；長野県林業大学校 2023b；島根県
立農林大学校 2023；静岡県立農林環境専門職大学短期大
学部 2023a；注 13）。今後も非林業家庭出身者の高い割合
を踏まえた教育・研修プログラムを提供し，丁寧に指導し
ていくことが必要である。

5．�高校卒業直後の入学者も安心して学べる環境の構築
　入学前の職業・立場は，主に生徒・学生で，最終学歴は
高校卒という学生が 9割に達した（表︲4︲1，4︲2a）。長野
と島根は，高校卒の割合が他の 2校より高く，最終学歴と
の関連が見られた（表︲7）。学生の 9割が高校卒だった先
行研究と同じ結果が見られた（小川 2019）。また，林業大
学校学生と同様に林業を目指す林業作業士（フォレスト
ワーカー）の研修生は，で，新規学卒が 15％，高校卒が
59％であった（川崎 2017）。林業大学校の学生は，研修生
よりも高校卒や新規学卒の割合が高かった（表︲4︲1，4︲
2a）。保護者から初めて離れて生活する学生も多い。新し
い環境下での学生生活は，希望と不安が混在し，林業の道

に子弟を送り出す保護者も心配している。学生を受け入れ
る林業大学校は，学生や保護者との信頼関係を構築し，学
生の学習面にとどまらず，生活面にも注意を払い，安心で
きる学習環境の確立が不可欠である。
　専攻は，林業科系出身が島根において 5％未満となり，
他校より低かった（表︲4︲2b）。島根では，2023（令和 5）
年度入学者の入試から，所定時間以上林業を学んだ高校生
対象の推薦制度を始めた（島根県農林水産部林業科 2022；
注 14）。今後は，林業科系出身者の入学が増加するかもし
れない。

6．�林業の学習経験者にも応じたプログラムも必要
　林業の学習経験は，主に高校で学んでいた（表︲4︲3a，b）。
一部の林業大学校では，林業大学校卒業者対象の課程があ
る（高知県立林業大学校 2022）。しかし，高校の学習経験
者対象の課程は，林業大学校において管見の限り見られな
い（注 15）。高校での林業学習経験者が入学していた理由
には，高校卒業後に林業の知識やスキルをさらに深めるた
めの受け皿が十分に整っていないことや，高校での林業教
育に不足があったからかもしれない。林業教育ついては，
林業系の高校と他の林業教育・研修機関との連携の必要性
や，多様化する生徒の進路を考慮し，林業専門教育の変化
および林業専門科目の履修が 1/3 にとどまっていることが
指摘されている（井上・大石 2013，2016；注 16）。現状
では，林業系の高校とその上位にある他の林業教育・研修
機関との間には分断がある。予算や人的な課題があるもの
の，林業大学校が林業学習経験のある高校卒業者対象のプ
ログラムを提供し，受け皿としての機能を充実させ，初学
者の教育を含めた林業の包括的な人材育成拠点として進化
することが期待される。さらに，林業大学校間や高校等の
他機関との連携模索も今後必要である（注 17）。

7．�紹介やインターネットを通じた情報発信の強化
　学生が入学した各校を知ったきっかけは，学校の教員や
家族等の紹介であった（表︲5︲1）。高校生対象の進路調査
では，男女を問わず，高校教員や保護者（特に母親）から
の助言や意見が進路決定に影響を与えていた（東京大学社
会科学研究所・ベネッセ教育総合研究所 2022）。身近な人
が進路決定の過程に影響を与えており，本人はもちろん，
教員や保護者にも林業大学校の魅力が伝わるような内容の
広報が必要である。また，京都では，インターネットの割
合が他校より高かった（表︲5︲1）。府外出身者が 6割を占
めていたことや社会人の割合が高かったことから，情報が
紹介よりも入手しやすかったのかもしれない（表︲2︲2，2︲
3b，4︲1）。進路を考える際や進路情報の入手にあたっては，
ホームページの情報を利用し，SNSやブログを活用する
傾向が強まっている（リクルート進学総研 2022；東京大
学社会科学研究所・ベネッセ教育総合研究所 2022）。イン
ターネットを通じた情報発信の強化も欠かせない。
　大学の合格者を対象とした調査では，学校推薦等による
入試合格者の 86.6％が第一志望であった（リクルート進学
総研 2022）。林業大学校においても，学生の 8割以上が第
一志望で，大学の合格者と同じような結果が得られた。林
業大学校以外に考えた進路先について，島根では就職が 3
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割を超え，他校より特に高かった（表︲5︲2b）。県内の進学
先が限られている島根県の進学率は 4割台で，47 都道府
県の中で下位 10 位内に入り，静岡県，長野県，京都府よ
りも低い（文部科学省 2022a，2022b；しまね産学官人材
育成コンソーシアム 2022）。進学先が限られ，進学率が低
いという島根県の地域性から就職を挙げた学生が一定の割
合で存在していたのかもしれない。

8．�経済的支援充実が新たな学生獲得につながる可能性
　学生の学費や生活費の負担者は，特に長野において保護
者の割合（86.0％）が他校より高く，経済的な支援を受けた
受給学生の割合（36.5％）は他校より低かった（表︲6︲1，2）。
長野県の奨学金利用率は，47 都道府県中全国下位 10位以
内にある（小原・平野 2019；日本学生支援機構 2018）。あ
まり奨学金を利用していない県であり，林業大学校の学生
においても同様の傾向が見られた。また，長野の案内リー
フレットでは，県内私立大学等との学費・生活費の比較表
や在学中の諸経費を細かく示し，大学等への進学よりも経
済的な負担が小さいことや，充実した奨学金制度をアピー
ルしている（長野県林業大学校 2020a）。林業大学校の案内
リーフレットでは，授業料といった費用の紹介は一般的だ
が，詳細まで伝える長野の取り組みは，費用負担に対する
保護者の理解促進につながったのかもしれない。京都では，
学費等の負担が自分等，入学前の職業・立場は社会人とい
う割合が他校よりも高かった（表︲7）。社会人であった学生
の割合が高かったことから，学費等を自分で負担していた
と思われる（表︲4︲1）。社会人については，費用を工面でき
ずに学びを諦める層がいることや，学習のための経済的支
援の必要性が指摘されている（滝沢 2020；植上 2011）。公
的機関が運営する林業大学校は，私立大学等よりも学費が
抑えられており，緑の青年就業準備給付金といった奨学金
制度もある（長野県林業大学校 2023a）。費用面さえクリア
できれば，林業を学びたい社会人もいるかもしれない。充
実した奨学金制度等から林業大学校をアピールすることも
重要である。加えて，全国の自治体では，移住促進に特化
した奨励金が制度化され，最大 500 万円の奨励金を打ち出
した自治体が注目を集めた（FNNプライムオンライ
ン 2023；都城市 2023；NHK 2023）。林業に挑戦する社会
人を対象とした林業大学校での学びと移住促進を兼ねた支
援制度の創設も検討する価値がある（注 18）。
　加えて，経済的な支援については，長野を除く 3校では，
緑の青年就業準備金受給の割合が，他の支援よりも高かっ
た（表︲6︲2）。他方，長野では緑の青年就業準備金受給の
割合が 3割台で，他校の半分程度であった。長野の進路先
は，2001（平成 13）年度から 2022（令和 4）年度まで，
公務員が 19.6％，進学者（信州大学等）が 8.4％であった（長
野県林業大学校 2023a）。緑の青年就業準備金は，林業へ
の就業を前提に支給され，卒業後林業に就業しない，規定
年数以内に林業を辞めた場合は返還対象となる（林野庁長
官 2023）。林業分野でも公務員になった者は，林業就業と
みなされない（高知県 2021；奈良県フォレスターアカデ
ミー 2023）。長野では，公務員就職者や進学者が一定数お
り，進路を考え，受給しなかったと思われる。このため，

保護者から支援を受けていたと考えられ，保護者の負担や
経済的支援の非受給の割合は，他校より高い傾向が示され
た（表︲7）。同校は，専修学校（専門学校）で日本学生支
援機構の奨学金も利用可能だが，これは林業大学校に特化
したものではない（長野県林業大学校 2023a；日本学生支
援機構 2023）。林業分野の公務員や，さらに林業を学ぶた
めに進学する者等，林業の発展のために様々な領域で活躍
を目指す学生にも目を向けた支援制度も必要である。
　経済的な支援を受給する学生が 9割を占め，4校中最も
割合が高かった島根では，県民の奨学金利用率が全国上位
（10 位以内）に入っている（小原・平野 2019；日本学生
支援機構 2018；表︲6︲2）。島根では，受給する学生の割合
が他校よりも高く，島根県民の高い奨学金利用率と同じよ
うな傾向が見られた（表︲7）。

V．終　わ　り　に

　多くの資格や技術を有する林業大学校の卒業生は，直接
林業事業体に就職した林業就業者よりも就業後の定着率が
高い（島根県農林水産部 2020）。また，林業大学校開校を
通じ，林務行政の課題が明らかになったことや林務職に初
級の採用試験が始まったこと等の副次的な効果が報告され
ている（鹿児島大学 2014）。林業初学者や学習経験者に応
じた林業の包括的な人材育成拠点として，進化が期待され
る林業大学校の必要性はさらに高まると考えられる。他方，
相次ぐ開校により学生獲得の競争が生じ，林業大学校同士
がライバルになったとの指摘もある（林野庁 2019）。高校
を卒業した 18 歳を主な対象として考えるならば，少ない
パイの奪い合いになる。林業大学校同士にとどまらず，大
学等も競争相手である。現状では，学生の大多数が男性や
高校卒業後に入学した 10 代・20 代で，30 代以上や女性は
限定的だった。しかし，農山村定住を考える 30 代・40 代
や自然に興味関心を持つ層は一定数存在している（内閣
府 2006，2019）。これら潜在的な需要の掘り起こしにより，
新たな層が林業の世界に足を踏み入れることで林業大学校
の活性化が期待され，林業全体のさらなる発展につながる
かもしれない。
　最後に本研究の限界や課題について，述べておく。本研
究では，第一段階として，5年分の質問紙の結果を示して
きた。学生が林業とあまり関係のない家庭出身でありなが
ら，入学していたこと等を報告してきたものの，林業を選
んだきっかけといった学生の内面や心情的な部分までは把
握できなかった。また，林業学習の経験等について，期間
や内容まで尋ねておらず，詳細な部分まで把握はできな
かった。さらに，全国には他にも林業大学校がある。地域
の事情や学生募集の方針により，学生の属性は異なるのか
もしれない。学生や林業大学校の教職員に対する聞き取り
調査も必要である。加えて，調査期間中には，新型コロナウィ
ルス感染症のほか，静岡の改組や，島根の推薦入試制度の
一部変更があった。各校を取り巻く社会や学生募集に関わ
る状況は常に変化している。これらを加味した分析まで
至っておらず，本研究で示した解釈には限界がある。これ
らを踏まえ，今後の研究を進めていくことが不可欠である。
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注　　　記

（注 1）林野庁が公表する「林業技術研修教育機関及び森林・林業に
関する学科・科目設置校一覧表」では，「林業大学校および短期
大学等」と表記している（林野庁 2017b）．また，「森林 ･林業
に関する学科 ･コース設置校一覧表（林業大学校等）」では専門
職大学（短期大学）を含め「林業大学校等」と表記している（林
野庁 2023c）．本研究では，「林業大学校」とした．

（注 2）2023（令和 5）年 1月 1日時点において，2004（平成 16）年
生まれの 18 歳人口は，112 万人（人口の 0.89％）であったが，
2040（令和 22）年には 18 歳が約 88 万人にまで減少するという
政府の予測もある（中央教育審議会 2018；国立社会保障・人口
問題研究所 2022；総務省 2022）．なお，18 歳が最も多かったの
は，1947（昭和 22）年から 1949（昭和 24）年生まれの第 1次ベ
ビーブーム世代（いわゆる団塊世代）が 18 歳になった 1965（昭
和 40）年（前後）の約 250 万人であった（国立社会保障・人口
問題研究所 2022）．

（注 3）静岡県立農林環境専門職大学短期大学部は， 2020（令和 2）年
4月に開校した（静岡県立農林環境専門職大学短期大学
部 2022a）．前身の静岡県立農林大学校は，専門職大学への改組・
移行に伴い，2020（令和 2）年度の入学から募集を停止した（静
岡県立農林大学校 2020）．最後の学生が卒業した 2022（令和 4）
年 3月末に閉校し，専門職大学・短期大学部に完全移行した（中
日新聞 2022；静岡新聞 2022）．

（注 4）島根では，2020（令和 2）年度から 2年制に加え，1年制（林
業科早期養成コース）を開設し，定員を 10 名から 20 名に増員
した（島根県農林水産部 2020）．短期のコースが加わり，選択
肢が増えた．2023（令和 5）年度には，定員を初めて超え，22
名が入学した（島根県東部農林水産振興センター 2023）．

（注 5）ここでは，保護者の主な職業・立場について尋ねた．このため，
副業や非経済的な生業として林業に携わっているのか否かまで，
踏み込んではいない．

（注 6）母数が小さいため，割合が大きくなっていることに留意が必
要である．具体的な進学先（自由記述）として，静岡大学，信
州大学，京都府立大学，島根大学といった林業大学校の各校が
所在する府県の地元大学が主に挙げられた．このほかに，みや
ざき林業大学校，兵庫県立森林大学校，岐阜県立森林文化アカ
デミー，山形県立農林大学校，鹿児島大学，宮崎大学，高知大学，
水産大学校，岩手大学，南九州大学，名城大学，中部大学，東
京農業大学等も挙げられた．

（注 7）効果量は，便宜的基準として，0.5＝大，0.3＝中，0.1＝小が
ある（Cohen1992）．検出力は，0.80 以上が望ましい（田中・中
野 2013）．検出力を上げるためには，有意性の領域を広くすれば
よいが，有意水準が上昇し，偶然性も上がる（田中・中野
2013）．また，有意水準を厳しくすると，有意性の領域は狭くな
り，検出力は下がるため，検出力と有意水準は綱引きのような
関係にある（田中・中野 2013）．なお，結果の中には，χ 2値か
ら算出した効果量の便宜的基準では小さい，あるいは十分な検
出力がないものもある．差があるものの，差がないとされてし
まう等，第二種の過誤の可能性を高めてしまう点に留意が必要
である．

（注 8）女性林業従事者の割合は，1960（昭和 35）年の 25％から
2010（平成 22）年には 13.2％にまで減少している（林野庁森林
整備部 2016）．他方，林業従事者のうち，伐木・造材・集材従事
者は，高性能林業機械や ICT等の普及により，直近の 5年間で
13％増加している（林野庁 2022a）．なお，女性の林業就業につ

いては，森林組合に所属する林業従事者に対する調査結果があ
る（小川・石塚 2022）．林業現場における女性の参画は 6割以上
が賛成し，林業が男性に限定された仕事か否かについて尋ねた
項目では，否定的な回答が 9割以上となった．

（注 9）静岡には，高等学校卒業程度認定試験合格者で 18 歳に達した
者，個別の大学入学資格審査により高等学校を卒業した者と同
等以上の学力があると認めた者で，入学の前年度までに 18 歳に
達する者といった下限の入学要件はある（静岡県立農林環境専
門職大学短期大学部 2022b）．京都では，一部の専攻（林業専攻）
に入学時 40 歳未満という入学要件が 2022（令和 4）年度の入学
者（一般入試）まで適用されていたが，2023（令和 5）年度入学
者からなくなった（京都府 2021，2022）．他方，入学要件に年
齢の上限を定めている林業大学校もある．例えば，兵庫県立森
林大学校（推薦・一般入試共通），いわて林業アカデミー（一般
選考）では，入学時に 40 歳以下，おおいた林業アカデミーでは
42 歳以下（県外からの移住者は 52 歳以下），くまもと林業大学
校では 50 歳以下（一般選考），林業アカデミーふくしまでは 50
歳未満としている（兵庫県立森林大学校 2023；岩手県林業技術
センター 2023；くまもと林業大学校 2023b；おおいた林業アカ
デミー 2023；林業アカデミーふくしま 2023）．一部の林業大学
校において，40 代前半を上限に定めている理由として，緑の青
年就業準備給付金事業の対象者が林業就業予定時に 45 歳未満
（就職氷河期世代の長期間無業者等を除く）という要件が関係し
ていると思われる（林野庁長官 2023）．なお，持続可能な開発
目標（SDGs）では，年齢に関わらず誰もが活躍できる環境の整
備や機会の平等が掲げられている（United Nations 2023）．我が
国では雇用対策法により，人材の募集や採用にあたり，例外を
除き年齢制限の禁止や，年齢に関わりなく均等な機会の提供が
定められている（厚生労働省 2023）．林業への興味や健康で体
力があるならば，年齢を問わず就業への支援を行い，活躍の機
会が失われないように社会全体で議論することも必要である．

（注 10）長野県は，市町村や民間団体と協力し，県内外でのイベント
開催や情報発信を行い，県の魅力をアピールし，2006（平成
18）年から 2023（令和 5）年までの 17 年間連続で，最も移住し
たい都道府県に選ばれている（長野県企画振興部 2023；宝島
社 2023）．

（注 11）林業産出額は，2017（平成 29）年から 2021（令和 3）年ま
での少なくとも 5年間を見ても毎年全国第一位で，森林の面積
や蓄積は全国第三位である（農林水産省 2021；林野庁 2022c）．
また，関西圏や首都圏在住の約 7000 人を対象とした産業のイ
メージ調査では，農業や観光・宿泊業に次いで，林業・木材加
工業が第三位に挙げられた（ジェイアール東海エージェン
シー 2021）．

（注 12）林業従事や山林所有の割合が高くなる，あるいは低くなるの
か否か，各府県の森林面積（森林率・人工林率）や林業産出額（木
材生産産出額）についても確認してみたが，これらの大小と関
連はなかった（農林水産省 2021；林野庁森林整備部 2017）．な
お，森林面積（森林率・人工林率）は，静岡県 49 万 ha（64％・
56％）長野県 106 万 ha（79％・42％）京都府 34 万 ha（74％・
38％）で，島根県 52 万 ha（78％・39％）であった（林野庁森林
整備部 2017）．また，林業産出額（木材産出額）は，静岡県
1370（638）億円，長野県 5778（648）億円，京都府 271（162）
億円，島根県 564（385）億円であった（農林水産省 2021）．

（注 13）各校には，農学概論，農林業のための科学（静岡），森林・
林業の基礎（林大入門），林業概論（長野），林業入門（島根）
といった科目がある（京都府立林業大学校 2023；長野県林業大
学校 2023b；島根県立農林大学校 2023；静岡県立農林環境専門
職大学短期大学部 2023a）．

（注 14）島根では，3年間で 35 時間以上の林業教育を実施し，農林
大学校と同意した高校に指定校推薦の資格を与えることとした
（島根県農林水産部林業課 2022）．

（注 15）高校生向けの体験研修講座を提供する林業大学校はある．例
えば，くまもと林業大学校（2023a）．

（注 16）よりよい林業教育のために，林業関係者，林業大学校や大学
等関係機関による取り組み報告もある（鹿児島大学 2014）．

（注 17）長野と京都は，岐阜県立森林文化アカデミーと技術者養成教
育の充実と向上を図る協定を結び，交流授業や伐木競技選手権
大会の開催のほか，全国の林業大学校と連絡協議会（全国林業
短期大学校連絡協議会）に参加し，情報交換を行っている（京
都府立林業大学校 2022a；長野県林業大学校 2022a）．

（注 18）静岡では，社会人選抜を実施し，社会人の学びを後押しして
いる（静岡県立農林環境専門職大学短期大学部 2023b）．また，
宮崎県都城市は中山間地域等への移住応援給付金として，単身
者 200 万円，世帯 300 万円，夫婦と子供 2人の場合は最大 500
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万円の給付を表明し，わずか 4カ月で前年度の移住者数を超え
た（FNNプライムオンライン 2023；都城市 2023；NHK 2023）．
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